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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ポリエポキシド化合物を予め付与したポリエステル繊維に、レゾルシン・ホルマリン・ゴ
ムラテックス（ＲＦＬ）およびクロロ変性レゾルシン（Ｐ）を含む処理剤を付与してなる
ホース補強用ポリエステル繊維コードであって、該処理剤が下記（ａ）～（ｃ）をすべて
満たすことを特徴とするホース補強用ポリエステル繊維コード。
（ａ）Ｒ／Ｆ＝１／０．５～１／３（モル比）
（ｂ）ＲＦ／Ｌ＝１／３～１／１５（重量比）
（ｃ）Ｐ／ＲＦＬ＝１／１２～１／１５（重量比）
（式中、Ｒはレゾルシン量、Ｆはホルマリン量、Ｌはゴムラテックス量、Ｐはクロロ変性
レゾルシン量、ＲＦはＲＦＬ中のレゾルシン・ホルマリン量、ＲＦＬはレゾルシン・ホル
マリン・ゴムラテックス量を表す。）
【請求項２】
前記処理剤のレゾルシン・ホルマリン熟成時間が、４～８時間であることを特徴とする請
求項１に記載のホース補強用ポリエステル繊維コード。
【請求項３】
ゴムラテックスが、ポリブタジエンゴムラテックス（ＰＢ）とビニルピリジンスチレンブ
タジエンゴムラテックス（ＶＰ）を含むものであり、かつ、ＰＢ／ＶＰ＝９０／１０～５
０／５０（乾燥重量比）（式中、ＰＢはブタジエンゴムラテックスの量、ＶＰはビニルピ
リジンスチレンブタジエンゴムラテックスの量を表す。）であることを特徴とする請求項
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１または２に記載のホース補強用ポリエステル繊維コード。
【請求項４】
前記ポリエポキシド化合物を予め付与したポリエステル繊維が、以下の（ｄ）～（ｉ）の
特性を有することを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載のホース補強用ポリエステ
ル繊維コード。
（ｄ）単糸繊度＝５～７ｄｔｅｘ
（ｅ）強度＝６．５～８．５ｃＮ／ｄｔｅｘ
（ｆ）中間伸度（４．０ｃＮ／ｄｔｅｘ応力時伸度：ＭＥ）＝４～６％
（ｇ）乾熱収縮率（ΔＳ）＝１２～１８％
（ｈ）非晶配向度（ｆａ）＝０．５５～０．７５
（ｉ）カルボキシル末端基量＝２０～３０ｅｑ／ｔ
【請求項５】
前記ホース補強用ポリエステル繊維コードが以下の（ｊ）～（ｎ）の特性を有することを
特徴とする請求項１～４のいずれかに記載のホース補強用ポリエステル繊維コード。
（ｊ）強度＝６～８ｃＮ／ｄｔｅｘ
（ｋ）伸度＝１０～１８％
（ｌ）中間伸度（２．６ｃＮ／ｄｔｅｘ荷重時伸度：ＭＥ）＝３～５％
（ｍ）乾熱収縮率（ΔＳ）＝３～５．５％
（ｎ）ＭＥ＋ΔＳ＝７～９％
【請求項６】
前記ホース補強用ポリエステル繊維コードが、１０～２０ｔ／１０ｃｍの撚り数を有する
片撚りコードであることを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載のホース補強用ポリ
エステル繊維コード。
【請求項７】
前記ホース補強用ポリエステル繊維コードと金属間の動摩擦係数が０．３～０．４８であ
ることを特徴とする請求項１～６のいずれかに記載のホース補強用ポリエステル繊維コー
ド。
【請求項８】
ＪＩＳＬ１０９６（１９９０）によって測定したポリエステル繊維コードのガーレー曲げ
剛軟度が５００ｍｇ～２０００ｍｇであることを特徴とする請求項１～７のいずれかに記
載のホース補強用ポリエステル繊維コード。
【請求項９】
ホース補強用ポリエステル繊維コードが自動車ブレーキホース補強用コードであることを
特徴とする請求項１～８のいずれかに記載のホース補強用ポリエステル繊維コード。
【請求項１０】
少なくともホース補強用ポリエステル繊維コードと接触する部分がエチレン・α－オレフ
ィン・非共役ジエン系ゴム配合物であり、かつ請求項１～９のいずれか１項に記載のホー
ス補強用ポリエステル繊維コードで補強されてなる自動車ブレーキホース。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ホース補強用ポリエステル繊維コードに関する。詳しくは、エチレン・α－
オレフィン・非共役ジエン共重合体ゴム配合物（以下、「ＥＰＤＭ系ゴム」という）との
接着性が良好であり、かつ、ホース製造時の工程通過性、すなわち、ポリエステル繊維コ
ード表面のＲＦＬの脱落を改善したホース補強用ポリエステル繊維コードに関する。また
、柔軟性やカシメ部の耐液漏れ性に優れたホース、さらには耐疲労性、耐膨張性に優れた
ホースを提供可能とするホース補強用ポリエステル繊維コードに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、ポリエチレンテレフタレート繊維で代表されるポリエステル繊維は、強度、モジ
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ュラスが大きく、伸度、クリープが小さく、かつ耐疲労性に優れている等の物理的特性を
有しており、ゴムホース用の補強用繊維として従来から使用されている。ところが、ポリ
エステル繊維自身の表面が不活性なことから、ゴムとの接着性に乏しいという問題を有し
ている。また、近年、自動車ブレーキホースに使用されるホース分野においては、高温特
性に優れたＥＰＤＭ系ゴムが主に使用されているが、該ゴムは、化学構造に二重結合が少
なく、反応性に乏しいという問題を有している。このため、ポリエステル繊維コードとＥ
ＰＤＭ系ゴムとの接着性を改良する手法が種々検討されている。
【０００３】
　一方で、接着剤処理が施された繊維コードを複数本引き揃えてホース形状にブレードす
る際、接着剤処理されたコードがガイド類と摩擦する際に、接着剤の脱落、ガイド類への
付着、飛散が生じ、生産性や作業環境を損なうという問題も提起されている。
【０００４】
　さらには、繊維コードをブレーキホースなどの補強用として用いる場合は、耐疲労性、
ホース装着時の作業性、振動吸収性等の観点から、柔軟な繊維コードであることが要求さ
れる。
【０００５】
　また、繊維コードを自動車ブレーキホースや、カーエアコンホースなどのホースの補強
材として使用する場合、ホースが熱老化することや、ホースが繰り返し高温から低温まで
のヒートサイクルに曝される等により、金具でホースをカシメた部分からの液漏れを起こ
しやすいという問題を有している。
【０００６】
　さらには、自動車ブレーキホースなど過酷な条件下で使用され、的確な応力伝達が求め
られる用途においては、実用的な耐疲労性を有すること、および優れた油圧応答性、つま
りホースの耐膨張性が強く要求される。
【０００７】
　上記問題を解決する試みとしては、ポリエステル繊維を、ポリエポキシド化合物とビニ
ルピリジンスチレンブタジエンゴムラテックスからなる第１処理剤で処理後、レゾルシン
・ホルマリン・ゴムラテックスおよびクロロフェノール化合物を含む第２処理剤で処理す
る手法が開示されている（特許文献１）。また、ポリエポキシド化合物を予め付与したポ
リエステル繊維をレゾルシン・ホルマリン・ゴムラテックスおよびクロロフェノール化合
物を含む第２処理剤で処理する手法が開示されている（特許文献２）。さらには、ポリエ
ステル繊維をポリエポキシド化合物を含む第１処理剤で処理した後、特定の組成のレゾル
シン・ホルマリン・ゴムラテックスおよびクロロフェノール化合物を含む第２処理剤で処
理する手法が開示されている（特許文献３）。また、予めポリエポキシド化合物を含む処
理剤で処理したポリエステル繊維を、ポリブタジエンゴムラテックスを必須成分とするレ
ゾルシン・ホルマリン・ゴムラテックスを含む処理剤で処理する手法が開示されている（
特許文献４）。しかし、これら手法では、ＥＰＤＭ系ゴムとの接着性については、ある程
度の効果が見られるものの、製造工程での良好な工程通過性、柔軟性、耐液漏れ性を同時
に満足するホース補強用ポリエステル繊維コードは得られないのが現状である。
【０００８】
　また、ホース用途での耐疲労性、耐膨張性を解決する手段として、ポリエステル表面に
レゾルシン・ホルマリン・ゴムラテックスを含む処理剤が付着した繊維コードで、強度、
中間伸度、乾熱収縮率、中間伸度＋乾熱収縮率が一定の範囲内であるホース補強用ポリエ
ステル繊維コードが開示されている（特許文献５）。しかし、特許文献５に記載の方法で
は、処理剤の組成、処理方法についての詳細が記載されておらず、ＥＰＤＭ系ゴムとの接
着性、工程通過性、柔軟性、耐液漏れ性を同時に満足するホース補強用ポリエステル繊維
コードが得られないのが現状である。
【特許文献１】特開平７－２１６７５５号公報（特許請求の範囲）
【特許文献２】特開平７－３３１５８３号公報（特許請求の範囲）
【特許文献３】特開平１１－２８６８７５号公報（特許請求の範囲）
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【特許文献４】特開平１１－２８６８７６号公報（特許請求の範囲）
【特許文献５】特開２００５－５４３０４号公報（特許請求の範囲）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、かかる従来技術の背景に鑑み、エチレン・α－オレフィン・非共役ジエン共
重合体ゴム配合物（ＥＰＤＭ系ゴム）との接着性が良好であり、かつ、ホース製造時の工
程通過性（ポリエステル繊維コード表面のＲＦＬの脱落）を改善し、かつ柔軟であり、カ
シメ部での耐液漏れ性良好なホース補強用ポリエステル繊維コードを提供せんとするもの
である。さらには耐疲労性、耐膨張性に優れたホースを提供可能とするホース補強用ポリ
エステル繊維コードを提供せんとするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明は、かかる課題を解決するために、次のような手段を採用するものである。すな
わち、本発明は、ポリエポキシド化合物を予め付与したポリエステル繊維に、レゾルシン
・ホルマリン・ゴムラテックス（ＲＦＬ）、およびクロロ変性レゾルシン（Ｐ）を含む処
理剤を付与してなるホース補強用ポリエステル繊維コードであって、該処理剤が下記（ａ
）～（ｃ）をすべて満たすことを特徴とするホース補強用ポリエステル繊維コードである
。
（ａ）Ｒ／Ｆ＝１／０．５～１／３（モル比）
（ｂ）ＲＦ／Ｌ＝１／３～１／１５（重量比）
（ｃ）Ｐ／ＲＦＬ＝１／１２～１／１５（重量比）。
（式中、Ｒはレゾルシン量、Ｆはホルマリン量、Ｌはゴムラテックス量、Ｐはクロロ変性
レゾルシン量、ＲＦはＲＦＬ中のレゾルシン・ホルマリン量、ＲＦＬはレゾルシン・ホル
マリン・ゴムラテックス量を表す。）
なお、本発明のホース補強用ポリエステル繊維コードにおいて、以下の（１）～（８）が
好ましい条件であり、これらの条件の適応により、さらに優れた効果を期待することがで
きる。
（１）前記処理剤のレゾルシン・ホルマリン熟成時間が、４～８時間であること。
（２）前記ゴムラテックスが、ポリブタジエンゴムラテックス（ＰＢ）とビニルピリジン
スチレンブタジエンゴムラテックス（ＶＰ）を含むものであり、かつ、ＰＢ／ＶＰ＝９０
／１０～５０／５０（乾燥重量比）であること。
（３）前記ポリエポキシド化合物を予め付与したポリエステル繊維が、以下の（ｄ）～（
ｉ）の特性を有すること。
（ｄ）単糸繊度＝５～７ｄｔｅｘ
（ｅ）強度＝６．５～８．５ｃＮ／ｄｔｅｘ
（ｆ）中間伸度（４．０ｃＮ／ｄｔｅｘ応力時伸度：ＭＥ）＝４～６％
（ｇ）乾熱収縮率（ΔＳ）＝１２～１８％
（ｈ）非晶配向度（ｆａ）＝０．５５～０．７５
（ｉ）カルボキシル末端基（ＣＯＯＨ）＝２０～３０ｅｑ／ｔ
（４）前記ホース補強用ポリエステル繊維コードが以下の（ｊ）～（ｎ）の特性を有する
こと。
（ｊ）強度＝６～８ｃＮ／ｄｔｅｘ
（ｋ）伸度＝１０～１８％
（ｌ）中間伸度（２．６ｃＮ／ｄｔｅｘ荷重時伸度：ＭＥ）＝３～５％
（ｍ）乾熱収縮率（ΔＳ）＝３～５．５％
（ｎ）ＭＥ＋ΔＳ＝７～９％
（５）前記ホース補強用ポリエステルコードが、１０～２０ｔ／１０ｃｍの撚り数を有す
る片撚りコードであること。
（６）前記ホース補強用ポリエステル繊維コードと金属間の動摩擦係数が０．３～０．４
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８であること。
（７）ＪＩＳＬ１０９６（１９９０）によって測定したポリエステル繊維コードのガーレ
ー曲げ剛軟度が５００ｍｇ～２０００ｍｇであること。
（８）ホース補強用ポリエステル繊維コードが自動車ブレーキホース補強用コードである
こと。
【００１１】
　すなわち、本発明は、クロロ変性レゾルシンの量を極めて限られた範囲に制御すること
によって、従来ホース補強用ポリエステル繊維コードにおいてどうしても達成できなかっ
た、ＥＰＤＭ系ゴムとの接着性、製造工程での良好な工程通過性、柔軟性の全ての特性を
同時に満足することを可能にしたものである。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、エチレン・α－オレフィン・非共役ジエン共重合体ゴム配合物（ＥＰ
ＤＭ系ゴム）との接着性が良好であり、かつ、ホース製造時の工程通過性（ポリエステル
繊維コード表面のＲＦＬの脱落）を改善し、かつ柔軟であり、カシメ部での耐液漏れ性良
好なホース補強用ポリエステル繊維コードを提供することができる。さらには耐疲労性、
耐膨張性に優れたホースを提供可能とするホース補強用ポリエステル繊維コードを提供す
ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　本発明のホース補強用ポリエステル繊維コード（以下コードと称す）は、自動車用ホー
ス、特に自動車ブレーキホース用途として、産業上実用的なコードを創出すべく、鋭意検
討した結果、ＥＰＤＭ系ゴムとの良好な接着性、ホース製造時のコードからのＲＦＬ接着
剤の脱落の少ない良好な工程通過性、ホース成型に有利となる柔軟性、カシメ部での耐液
漏れ性を兼ね備えたホース補強用ポリエステル繊維コードを得るに至ったものである。
【００１４】
　以下、本発明を詳細に説明する。
【００１５】
　本発明で使用されるポリエステル繊維は、エチレンテレフタレートを主たる繰り返し単
位とするジカルボン酸とグリコールからなるポリエステルをいう。ジカルボン酸成分とし
ては、テレフタル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、イソフタル酸、１，４－シクロ
ヘキサンジカルボン酸などが挙げられる。また、グリコール成分としては、エチレングリ
コール、プロピレングリコール、テトラメチレングリコール、１，４－シクロヘキサンジ
メタノール等が挙げられる。上記ジカルボン酸成分の一部を、アジピン酸、セバシン酸、
ダイマー酸、スルホン酸金属置換イソフタル酸などで置き換えてもよく、また、上記のグ
リコール成分の一部を、ジエチレングリコール、ネオペンチルグリコール、１，４－シク
ロヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、およびポリアルキレングリ
コールなどに置き換えても良い。これらの中でも、ジカルボン酸成分の９０モル％以上が
テレフタル酸からなり、グリコール成分の９０モル％以上がエチレングリコールからなる
、ポリエチレンテレフタレートが好適である。このポリエステルには、酸化チタン、酸化
ケイ素、炭酸カルシウム、チッ化ケイ素、クレー、タルク、カオリン、ジルコニウム酸な
どの各種無機粒子や架橋高分子粒子、各種金属粒子などの粒子類のほか、従来からある抗
酸化剤、金属イオン封鎖剤、イオン交換剤、着色防止剤、ワックス類、シリコーンオイル
、各種界面活性剤などが添加されていてもよい。
【００１６】
　また、ブレーキホースとして使用される場合には、繊維の固有粘度が０．８５以上のも
のが好ましく、また動的粘弾性測定装置を用い周波数１１Ｈｚで測定したときの損失正接
（ｔａｎδ）の温度分散に現れる主分散の極大値温度が１３０℃以上、より好ましくは１
４０℃以上であるポリエステル繊維であることが好ましい。損失正接（ｔａｎδ）の主分
散が前記範囲にある場合には、ブレーキフルードが繊維に触れるような場合においても、
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ポリエステル中へのブレーキフルードの防錆剤等が拡散することが抑制され、劣化の少な
いホースを得ることができる。
【００１７】
　本発明において処理剤として使用するポリエポキシド化合物は、一分子中に少なくとも
２個以上のエポキシ基を、ポリエポキシド化合物１００ｇあたり０．１ｇ当量以上含有す
る化合物を挙げることができる。具体的には、ペンタエリスリトール、エチレングリコー
ル、ポリエチレングリコール、プロピレングリコール、グリセロール、ソルビトールなど
の多価アルコール類とエピクロルヒドリンの如きハロゲン含有エポキシド類との反応生成
物、過酸化または過酸化水素などで不飽和化合物を酸化して得られるポリエポキシド化合
物、すなわち、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル－３，４－エポキシシクロヘキセ
ンカルボキリレート、ビス（３，４－エポキシ－６－メチル－シクロヘキシルメチル）ア
ジペート、フェノールノボラック型、ハイドロキノン型、ビフェニル型、ビスフェノール
Ｓ型、臭素化ノボラック型、キシレン変性ノボラック型、フェノールグリオキザール型、
トリスオキシフェニルメタン型、トリスフェノールＰＡ型、ビスフェノール型のポリエポ
キシド等の芳香族ポリエポキシド等が挙げられる。特に好ましいのは、ソルビトールグリ
シジルエーテル型やクレゾールノボラック型のポリエポキシドである。
【００１８】
　これらの化合物は、通常は乳化液として使用されるが、乳化液、又は溶液にするには、
ポリエポキシド化合物をそのままか、もしくは必要に応じて少量の溶媒に溶解したものを
公知の乳化剤、例えば、アルキルベンゼンスルホン酸ソーダ、ジオクチルスルホサクシネ
ートナトリウム塩、ノニルフェノールエチレンオキサイド付加物等を用いて乳化、又は溶
解して用いることもできる。
【００１９】
　本発明において使用するポリエポキシド化合物は、通常、ポリエステル繊維の製糸工程
において紡糸油剤と共に付与される。この際のポリエポキシド化合物の付着量は、通常、
０．１～５重量％の範囲である。ポリエポキシド化合物の付着量が０．１重量％未満では
、ポリエポキシド化合物の効果が十分に発揮されず、ポリエステル繊維とエチレンプロピ
レン系ゴムとの間で満足できる接着性が得られないおそれがある。一方、ポリエポキシド
化合物の付着量が５重量％を超えると繊維が非常に硬くなり、製糸工程において付与する
ことが困難である場合があるだけでなく、次工程以降で処理する処理剤の浸透性が低下す
る結果、接着性能が低下する場合があるので好ましくない。
【００２０】
　本発明のコードは、ポリエポキシド化合物を予め付与したポリエステル繊維に、レゾル
シン・ホルマリン・ゴムラテックスおよびクロロ変性レゾルシンを含む処理剤を付与して
なるものである。
【００２１】
　ここで、レゾルシン・ホルマリン・ゴムラテックスとは、レゾルシンとホルムアルデヒ
ドの初期縮合物とゴムラテックスの混合物である。レゾルシン・ホルムアルデヒド初期縮
合物とは、アルカリ触媒または酸触媒の存在下で、レゾルシンとホルムアルデヒドを縮合
させたものであって、レゾルシン（Ｒ）とホルムアルデヒド（Ｆ）のモル比が１／０．５
～１／３であることが必要である。好ましくは、１／１～１／３の範囲であるのが良い。
Ｒ／Ｆのモル比が１／０．５～１／３の範囲を外れると、接着性が低下したり、工程通過
性が悪化する。
【００２２】
　さらには、レゾルシン・ホルムアルデヒド初期縮合物として、あらかじめジヒドロキシ
ベンゼンとホルムアルデヒドとを無触媒または酸性触媒の下で反応させて得られるノボラ
ック型の樹脂を用いることもできる。具体的には、例えば、レゾルシン１モルに対してホ
ルムアルデヒド０．７モル以下とで縮合した化合物（例えば、商品名“スミカノール７０
０”登録商標、住友化学（株）製）である。レゾルシンとホルムアルデヒドのノボラック
型縮合物を使用するに際しては、アルカリ触媒水分散液に溶解後、ホルムアルデヒドを添
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加し、レゾルシンとホルムアルデヒドのモル比を１／１～１／３に調整することが好まし
い。ここで使用するアルカリ触媒としては、アルカリ金属水酸化物であり、好ましくは、
水酸化ナトリウムなどが挙げられる。アルカリ触媒水分散液の濃度は１～１０モル濃度程
度でよい。
【００２３】
　レゾルシン・ホルマリン・ゴムラテックスで使用されるゴムラテックスとしては、天然
ゴムラテックス、スチレン・ブタジエンゴムラテックス、アクリロニトリル・ブタジエン
ゴムラテックス、クロロプレンゴムラテックスおよびビニルピリジン・スチレン・ブタジ
エンゴムラテックス、エチレン・プロピレン・非共役ジエン系三元共重合体ゴムラテック
スなどが挙げられ、これらを単独または混合して使用することができるが、耐熱性および
接着性の点から、ゴムラテックス１００重量％のうち、ビニルピリジン・スチレン・ブタ
ジエン三元共重合体ゴムラテックスが５０重量％以上を占めるゴムラテックスが好ましい
。
【００２４】
　特に被着ゴムが、ブレーキホースに好ましく使用されるエチレン・プロピレン・ジエン
三元共重合体ゴム（ＥＰＤＭ系ゴム）の場合には、ポリブタジエンゴムラテックス（ＰＢ
）と、ビニルピリジンスチレンブタジエンゴムラテックス（ＶＰ）を含む混合ゴムラテッ
クスを用いることが好ましく、ゴムラテックスの混合比は、固形分乾燥重量比でＰＢ／Ｖ
Ｐ＝９０／１０～５０／５０、より好ましくは８０／２０～６０／４０であるのが良い。
ＰＢ／ＶＰ比が９０／１０を越えると、工程通過性が悪化することがあり、ＰＢ／ＶＰ比
が５０／５０未満では、接着性が低下することがある。
【００２５】
　さらに、レゾルシン・ホルマリン・ゴムラテックスのレゾルシン・ホルマリンと、ゴム
ラテックスの配合比は、固形分重量でＲＦ／Ｌ＝１／３～１／１５であることが必要であ
り、好ましくは１／５～１／１２、より好ましくは１／７～１／１０であるのが良い。Ｒ
Ｆ／Ｌ比がこの範囲を外れると、接着性が低下したり、工程通過性が悪化することがある
。
【００２６】
　本発明で用いるクロロ変性レゾルシンとは、パラクロロフェノールとホルマリンおよび
レゾルシンを縮合した化合物であり、下記一般式で表される化合物である。
【００２７】
【化１】

【００２８】
　ただし、式中のｎは１～１５の整数である。また、クロロ変性レゾルシンは、ハロゲン
化フェノール化合物とホルムアルデヒドとの初期縮合物、硫黄変性レゾルシンとホルムア
ルデヒドとの初期縮合粒またはハロゲン化硫黄変性レゾルシンとホルムアルデヒドとの初
期縮合物である。
【００２９】
　これらクロロ変性レゾルシンの調整方法は特に限定されないが、例えば、パラクロロフ
ェノール、オルソクロロフェノール、パラブロモフェノール、パラヨウドフェノール、オ
ルソクレゾール、パラクレゾール、パラターシャルブチルフェノールおよび２，５－ジメ
チルフェノールなどが出発原料として挙げられ、なかでもパラクロロフェノール、パラブ
ロモフェノール、パラクレゾール、およびパラターシャルブチルフェノールが、とくにパ
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ラクロロフェノールが好ましく用いられる。
【００３０】
　このような出発原料をアルカリ触媒存在下にホルムアルデヒドと縮合させることによっ
て、または、出発原料を予め酸触媒の存在下で反応させ得られた縮合物をアルカリ触媒の
存在下でホルムアルデヒドと反応させることによって、クロロ変性レゾルシンを得ること
ができる。
【００３１】
　クロロ変性レゾルシンの具体例としては、２，６－ビス（２’，４’－ジヒドロキシ－
フェニルメチル）－４－クロロフェノール（トーマスワン（株）製“カサボンド”、ナガ
セ化成工業（株）製“デナボンド”など）が挙げられるが、なかでも特にベンゼン核を３
以上有するクロロフェノール化合物を主成分とするものが接着性および工程通過性の点か
ら好ましく用いられる。
【００３２】
　上記式で表されるクロロ変性レゾルシン（Ｐ）とレゾルシン・ホルマリン・ゴムラテッ
クス（ＲＦＬ）との配合比は、固形分重量比でＰ／ＲＦＬ＝１／１０～１／１５であるこ
とが必要であり、好ましくはＰ／ＲＦＬ＝１／１０～１／１２であるのが良い。Ｐ／ＲＦ
Ｌ＞１／１０の場合は、コードが硬くなり、Ｐ／ＲＦＬ＜１／１５の場合は接着性が低下
する。
【００３３】
　クロロ変性レゾルシンは、一般にＲＦＬに混合して使用される薬剤であり、ＲＦＬ単独
では充分な接着力が得られにくいゴムとポリエステル繊維の、接着力を改善する効果を有
するものである。しかし、従来公知のクロロ変性レゾルシンのＲＦＬへの配合量は、例え
ばタイヤコードなど強力な接着力を必要とする用途では適正である場合があるが、例えば
自動車ブレーキホースなどの用途に使用した場合、ホースの耐膨張性が悪化し、ブレーキ
フィーリングが悪化することがあり、また耐疲労性が悪化することがある。これらの問題
の要因について鋭意検討したところ、ホース端部カシメ部の耐液漏れ性が不良であり、ブ
レーキ液が補強用コードのフィラメント間および／またはコードとゴムの界面に浸透する
ことが要因であることが判明した。また、これは、コードとゴムの接着性、およびコード
の柔軟性不足によって及ぼされる現象であることが判明した。本発明は、該現象を解決す
るため、さらに鋭意検討した結果、ＲＦＬ処理剤に含まれるクロロ変性レゾルシンの配合
量が一定の範囲内にあることによって、コードとゴムの接着性、およびコードの柔軟性が
両立し、上記課題を一挙に解決するに至ったものである。
【００３４】
　本発明で使用する処理剤において、レゾルシン（Ｒ）とホルマリン（Ｆ）の熟成条件は
、２０～２５℃の条件下、４～８時間熟成させることが好ましく、より好ましくは５～７
時間であることが好ましい。熟成時間が４時間未満であると、工程通過性が悪化すること
があり、８時間を越えるとＲＦ液の粘度が向上し、ポリエステル繊維にＲＦＬ接着剤を均
一に塗布することが困難になることがある。
【００３５】
　また、ＲＦＬの熟成条件は、２０～２５℃の条件下、１４～３０時間であることが好ま
しく、より好ましくは１６～２４時間であるのが良い。この範囲外であると接着性が低下
することがある。
【００３６】
　本発明のホース補強用ポリエステル繊維コードにて使用される処理剤には、接着性を向
上させる観点から、ブロックドポリイソシアネートが混合されていても良い。
【００３７】
　その場合用いられるブロックドイソシアネート化合物としては、トリレンジイソシアネ
ート、メタフェニレンジイソシアネート、ジフェニルメタンジイソシアネート、ヘキサメ
チレンジイソシアネート、トリフェニルメタントリイソシアンネート等のポリイソシアネ
ート化合物とフェノール、クレゾール、レゾルシン等のフェノール類、ε－カプロラクタ
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ム、バレロラクタム等のラクタム類、アセトキシム、メチルエチルケトオキシム、シクロ
ヘキサンオキシム等のオキシム類およびエチレンイミン等のブロック化剤との反応物が用
いられ、加熱によりブロック剤が遊離して活性なイソシアネート化合物を生じるものであ
る。これらに化合物のうち、特にメチルエチルケトオキシムでブロックされた芳香族ポリ
イソシアネート化合物、およびジフェニルメタンジイソシアネートの芳香族化合物が特に
好ましく使用される。
【００３８】
　また、本発明で使用することのできるブロックドイソシアネートは、解離温度が１４０
℃～１８０℃であることが好ましく、より好ましくは１５０℃～１７０℃であるのが良い
。解離温度が１４０℃未満であると、接着性が不足することがあり、１８０℃を超えると
、コードが硬くなり、ホース用途として使用した場合に耐疲労性が不足することがある。
【００３９】
　本発明で使用することのできるブロックドポリイソシアネート化合物（Ｂ）と、上述し
たレゾルシン・ホルマリン・ゴムラテックス（ＲＦＬ）との配合比は、固形分重量比でＢ
／ＲＦＬ＝１／５～１／２０であることが好ましく、より好ましくは１／８～１／１５で
あるのが良い。Ｂ／ＲＦＬ＞１／５の場合は、コードが硬くなり、Ｂ／ＲＦＬ＜１／２０
の場合は接着性が低下することがある。
【００４０】
　さらに、本発明のホース補強用ポリエステルコードに用いられるポリエステル繊維は、
以下の（ｄ）～（ｉ）の特性を有することが好ましい。
（ｄ）単糸繊度＝５～７ｄｔｅｘ
（ｅ）強度＝６．５～８．５ｃＮ／ｄｔｅｘ
（ｆ）中間伸度（４．０ｃＮ／ｄｔｅｘ応力時伸度：ＭＥ）＝４～６％ 
（ｇ）乾熱収縮率（ΔＳ）＝１２～１８％
（ｈ）非晶配向度（ｆａ）＝０．５５～０．７５
（ｉ）カルボキシル末端基量＝２０～３０ｅｑ／ｔ
【００４１】
　ポリエステル繊維の単糸繊度は５～７ｄｔｅｘが好ましく、より好ましくは５．５～６
．５ｄｔｅｘである。５ｄｔｅｘ未満では耐屈曲摩耗性が低いため好ましくない。７ｄｔ
ｅｘを越えると、収縮性が得にくいため好ましくない。勿論、製糸速度を高めたり、紡出
糸を急冷する等の方法でカバーすることは可能であるが、いずれも安定な製糸を行うため
には好ましくない。
【００４２】
  ポリエステル繊維の強度は６．５～８．５ｃＮ／ｄｔｅｘが好ましく、より好ましくは
６．８～８．３ｃＮ／ｄｔｅｘである。６．５ｃＮ／ｄｔｅｘ未満では本発明ホース補強
用ポリエステル繊維コードの強度が得られず、ブレーキホースの耐破裂性も不十分となる
。８．５ｃＮ／ｄｔｅｘを越える強度を得ようとすると、安定な製糸が困難になるため好
ましくない。
【００４３】
  ポリエステル繊維の中間伸度は、４．０ｃＮ／ｄｔｅｘ応力時の伸度であり４～６％が
好ましく、より好ましくは４．３～５．７％である。４％未満の中間伸度を得ようとする
と本発明の乾熱収縮率を得ることが困難である。一方、６％を越える中間伸度の場合は本
発明の強度が得られにくくなる。
【００４４】
　ポリエステル繊維の乾熱収縮率は１２～１８％が好ましく、より好ましくは１３～１７
％である。１２％未満の収縮率を得ようとすると、中間伸度を上記の範囲に保持すること
が困難である。一方、１８％を越えると、収縮率が高いため、ホースの形状均一性が低下
し、耐破裂性も低下する。
【００４５】
　ポリエステル繊維の非晶配向度は０．５５～０．７５が好ましく、より好ましくは０．
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６０～０．７０である。０．５５未満では本発明のポリエステル繊維およびホース補強用
コードの耐アミン分解性、加水分解性が得られにくくなる。一方、０．７５を越えるもの
は現時点では作製不可能である。
【００４６】
  ポリエステル繊維のカルボキシル末端基量は２０～３０ｅｑ／ｔが好ましく、より好ま
しくは２２～２８ｅｑ／ｔである。カルボキシル末端基は少ないほど耐加水分解性、耐薬
品性に優れ、ゴム中での耐熱性や耐ブレーキ液性も良好となるが、重合速度が下がり生産
効率が低下するため２０ｅｑ／ｔ未満は好ましくない。一方、３０ｅｑ／ｔを越えると、
上記特性が低下しホースの耐久性が低下するため好ましくない。
【００４７】
　本発明のホース補強用ポリエステル繊維コードは、ホースとしての耐疲労性、耐膨張性
を向上させる観点から、以下のコード物性を有するものであることが好ましい。
（ｊ）強度＝６～８ｃＮ／ｄｔｅｘ
（ｋ）伸度＝１０～１８％
（ｌ）中間伸度（２．６ｃＮ／ｄｔｅｘ応力時伸度：ＭＥ）＝３～５％
（ｍ）乾熱収縮率（ΔＳ）＝３～５．５％
（ｎ）ＭＥ＋ΔＳ＝７～９％
【００４８】
　本発明のホース補強用ポリエステル繊維コードの強度は６～８ｃＮ／ｄｔｅｘが好まし
く、より好ましくは６．５～７．５ｃＮ／ｄｔｅｘである。６ｃＮ／ｄｔｅｘ未満の場合
は、本発明のホース用補強用ポリエステル繊維コードとしての強度が十分でなく、ホース
の耐破劣性、耐疲労性が不十分となる。一方、８ｃＮ／ｄｔｅｘを越える強度を、本発明
のコードの寸法安定性を満足して達成することは困難である。
【００４９】
　本発明のホース補強用ポリエステル繊維コードの伸度は１０～１８％が好ましく、より
好ましくは１２～１６％である。１０％未満の場合は、ホースの耐破裂性、耐疲労性が不
十分となる。一方、１８％を越えると中間伸度を満足させることが困難となり、強度も十
分得られにくくなる。
【００５０】
  本発明のホース補強用ポリエステル繊維コードの中間伸度（ＭＥ）は２．６ｃＮ／ｄｔ
ｅｘ応力時伸度であり、好ましくは３～５％、より好ましくは２．５～４．５％である。
中間伸度は低い程モジュラスが高いことを意味する。
【００５１】
  本発明のホース補強用ポリエステル繊維コードの乾熱収縮率（ΔＳ）は３～５．５％が
好ましく、より好ましくは３．５～５％である。３％未満の収縮率を得ようとすると中間
伸度を上記の範囲に保持することが困難である。一方、５．５％を越えると収縮率が高い
ためホースの形状均一性が低下し耐破裂性も低下することになる。
【００５２】
  また、本発明のホース補強用ポリエステル繊維コードにおける中間伸度（ＭＥ）と乾熱
収縮率（ΔＳ）の和、ＭＥ＋ΔＳは７～９％が好ましく、より好ましくは６．５～８．５
％である。７％未満の値を現行技術で得ることは困難である。一方９％を越えると中間伸
度または乾熱収縮率のいずれかを満足させることが困難になるため好ましくない。
【００５３】
　次に、本発明のホース補強用ポリエステル繊維コードの製造方法の概略について説明す
る。
【００５４】
　固有粘度（ＩＶ）１．００～１．５０、好ましくは１．２０～１．５０のポリエチレン
テレフタレートチップを、エクストルーダー型紡糸機を用いて紡糸温度２８５～３００℃
で溶融紡糸する。紡出後、オイリングローラーにて紡糸油剤中にエポキシ化合物を混合し
た処理剤を付与する。紡糸速度は２２００～２８００ｍ／分、延伸倍率２．１～２．４倍
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で多段熱延伸し、１．０～４．０％の弛緩を与えた後巻き取りポリエステル繊維を得る。
ポリエステル繊維の繊度および単糸繊度は口金の孔数および吐出量を変更して行う。ポリ
エステル繊維の熱延伸は、８０～２５０℃の加熱ロールに糸条を捲回させて行う。
【００５５】
　上記のようにして得られたポリエステル繊維に撚りをかけて、未処理コードとする。こ
こで、撚り形態は、片撚り、諸撚りいずれでも適用できるが、本発明のホース補強用ポリ
エステル繊維コードでは、片撚りを施すことが好ましい。また、撚り数は、１０ｔ～２０
ｔ／１０ｃｍが好ましく、より好ましくは１２ｔ～１８ｔ／１０ｃｍであるのがよい。１
０ｔ／１０ｃｍ未満であると、ホースの耐疲労性が不足することがあり、２０ｔ／１０ｃ
ｍ以上であると、コードに捲縮が生じ、工程通過性が悪くなることがある。
【００５６】
　次に、該未処理コードに本発明の処理剤を付与する。本発明で使用する処理剤の総固形
分濃度は、５～２０重量％が好ましく、より好ましくは７～１５重量％である。かかる範
囲とすると、処理剤が安定性に優れ、ポリエステル繊維にＲＦＬ処理剤を均一に塗布する
ことができる。
【００５７】
　本発明で使用する処理剤をポリエステル繊維に付着させるには、浸漬、ノズル噴霧、ロ
ーラーによる塗布などの任意の方法を採用することができる。例えば、リツラー社製コン
ピュートリーターまたは多錘型コードセッター機を用いて処理することができる。
【００５８】
　ポリエステル繊維に対する処理剤の付着量は、乾燥重対比で０．５～４重量％、特に１
．５～３重量％の範囲が好ましく、この範囲とすることで、ゴムとの接着性および工程通
過性が良好になる。付着量の制御は例えば、接着剤濃度、接着剤液浸漬後の液除去条件を
設定することによって可能である。
【００５９】
　ポリエステル繊維に処理剤を付与した後の熱処理は、８０～１８０℃で０．５～５分間
、より好ましくは１～３分間乾燥し、次いで１５０～２６０℃、より好ましくは２２０℃
～２５０℃の温度で０．５～５．０分間、より好ましくは１～３分間熱処理するのが良い
。また、コード物性の制御のため、乾燥は０～３％のストレッチ、熱処理は０～３％のス
トレッチをかけた後０～３％の弛緩を与えながら行うのが良い。該熱処理温度が低すぎる
と、被着ゴムとの接着が不十分となり、一方、該熱処理温度が高すぎるとポリエステル繊
維が溶融、融着したり、硬くなったり、さらに強力劣化を起こすなど実用に供しなくなる
。
【００６０】
　このようにして得られたホース補強用ポリエステル繊維コードは、後述する手法による
コードと金属間の動摩擦係数が０．３～０．４８であることが好ましく、より好ましくは
０．３２～０．４５であるのがよい。
【００６１】
　動摩擦係数は、処理剤の組成、混合する薬剤の種類、処理剤の熟成条件、コードの熱処
理条件などによって抑制可能である。
【００６２】
　従来、ゴムとの接着性を確保するために処理剤で処理されたポリエステル繊維コードを
、ブレードあるいはスパイラル形状に編組する際に、接着処理された繊維コード同士の摩
擦抵抗やガイド類との摩擦によって、繊維コードの引き揃え性が悪くなり、ホース形状が
悪化することや繊維処理剤に起因するカスの付着や飛散が生じ、生産性や作業環境を損な
うという問題があったものである。しかし、かかる従来技術の問題は、本発明のコードが
、特定の範囲の摩擦特性を有することでさらに改善される。
【００６３】
　本発明でいう繊維コードと金属間の動摩擦係数とは、繊維コードを一定速度で走行させ
たときの金属管との摩擦力を測定し、その測定値から算出されるものであって、具体的に
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は、繊維コード１本を、図１に示す金属間走行摩擦試験機にセットし、繊維コードを走行
させたときの入り側の張力Ｔ1 と出側の張力上限値Ｔ2Uから下記式に従って算出したもの
である。出側の張力上限値Ｔ2Uは、少なくとも繊維コードを３分間以上走行させたときの
、変動のある出側の張力から読みとった上限値をいう。
動摩擦係数＝（Ｔ2U－Ｔ1）／（Ｔ1＋Ｔ2U）
【００６４】
　このとき、次の条件下で測定を行う。
摩擦体：径４０ｍｍ、表面粗さ０．１Ｓの梨地クロムメッキ加工管
摩擦体温度：２５℃
測定室の温度、湿度：２５℃、６５％
接触角：１８０゜
摩擦体入り側の張力Ｔ1 ：１０００ｇ
糸速：２０ｍ／分
【００６５】
　繊維コードと金属間の動摩擦係数が０．４８を越える場合には、繊維コードとブレーダ
ー等の編組機のガイド等との摩擦が大きくなり、処理剤の脱落が生じたり、発生する摩擦
熱により脱落した処理剤カスが熱変性し、塊状になり、ホースに編み込まれたり、粘着性
が高すぎることにより、更には編組自体ができない等のさまざまな問題を引き起こす可能
性がある。逆に、動摩擦係数が０．３より小さくなる場合には、ボビン等に巻き付けられ
た繊維コードのアヤ崩れ等が起こり、取り扱いが容易でなくなる。
【００６６】
　さらに本発明のホース補強用ポリエステル繊維コードは、後述する手法によるゴムに加
硫した後のコードのエアーデフュージョン値が３０ｍｍ以下、好ましくは２５ｍｍ以下で
あるのがよい。
【００６７】
　エアーデフュージョン値は、処理剤の組成、混合する薬剤の種類、処理剤の熟成条件、
コードの熱処理条件などによって抑制可能である。
【００６８】
　従来、ホース補強用コードは、ホース形状に成形され、両端部を金具でかしめることで
、自動車ブレーキホースなどの製品として使用される。該ホースの使用時、加圧条件下で
は、ホース端面より補強繊維内へ加圧媒体である各種液体が浸透し、液圧応答性が悪化し
、ブレーキフィーリングが悪化することがあり、また、ゴム層とコード層の接着性が悪化
してホースの寿命が短くなる問題を有していた。しかし、かかる従来技術の問題は、本発
明のコードが、特定の範囲のエアーデフュージョン値を有することでさらに改善される。
【００６９】
　エアーデフュージョン値は次のように測定した。ホース補強用ポリエステル繊維コード
をゴム板２枚の間に、２本のコードがクロスするように配置し、１６０℃で３０分間のプ
レス加硫を行い、コードの長さが５ｃｍの測定用ピースを作成する。該測定用ピースを１
００℃に設定した空気循環型乾熱炉中に１週間放置し、取り出した後に室温まで放冷する
。測定用ピースのコード端面が露出している一方の端面に一定の空気圧をかけられるよう
にし、他方の端面にコード中を透過してくる空気透過性を水柱の高さ変化から計算できる
ようにする。空気圧を０．２ＭＰａとし、１０分間放置したときの水面の移動距離を求め
て、エアーデフュージョン値（ＡＤ値）とした。ＡＤ値が小さいほど、ホースとしたとき
の液漏れが少ないことを意味する。
【００７０】
　ＡＤ値が３０ｍｍを超えると、単糸間の空隙が大きく、コード内部へ各種液体の進入が
容易となり、ブレーキフィーリング性の悪化、およびホースの耐久性が不十分となること
がある。
【００７１】
　さらに、本発明のホース補強用ポリエステル繊維コードは、ＪＩＳＬ１０９６（１９９
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０）に準じたガーレー曲げ剛軟度が５００ｍｇ～２０００ｍｇであることが好ましい。５
００ｍｇ未満であると、ブレーキホースなどの繰り返しの曲げ応力を加わる用途で使用さ
れる場合、耐疲労性が悪くなることがある。２０００ｍｇを超えると、ブレーキホース等
で発生する固有の振動を吸収する程度に柔軟とならず、自動車部品等に使用するホースと
しての制振性が得られないことがある。
【００７２】
　本発明のホース補強用ポリエステル繊維コードは、各種ホース、例えばブレーキホース
、エアコンホース、燃料ホース等の自動車ホースの補強用コードとして用いることができ
る。特にブレーキホース用として好適であり、上糸あるいは下糸として用いることができ
る。
【００７３】
　さらに本発明は、少なくともホース補強用ポリエステル繊維コードと接触する部分がエ
チレン・α－オレフィン・非共役ジエン系ゴム配合物（ＥＰＤＭ系ゴム）であり、かつ上
述したホース補強用ポリエステル繊維コードで補強されてなる自動車ブレーキホースであ
ることが好ましい。
【００７４】
　本発明のブレーキホースの形状としては、従来から周知のものを適用することができる
が、内層ゴムの上に１層または２層以上に補強用繊維を巻き回し、その上に外層ゴムを被
覆したものが好ましい。
【００７５】
　補強用繊維コードの巻き回し方法としては、一方の繊維コードと他方の繊維コードが上
下交互に巻き回すブレード方式、一方の繊維コードを巻き回した上から他方の繊維コード
を巻き回すスパイラル方式などがあり、補強用繊維コードが互いに密着した形状や、補強
用繊維コードが互いに間隔をおいている形状があるが、特に指定はない。
【００７６】
　ゴムホースの加硫方法としては乾熱下での加硫と水蒸気下での加硫があり、通常、１５
０℃～１６０℃で３０分～１時間で行うが、加硫方法、加硫時間および加硫温度などの条
件は適宜選択すればよい。
【００７７】
　本発明のホースにおいては、ホース補強用ポリエステル繊維コードに触れる状態でＥＰ
ＤＭ系ゴムが配置されていればよく、内層ゴムと外層ゴムの種類が異なっても支障はない
。例えば、未加硫のＥＰＤＭゴム組成物の内管上に補強用繊維コードを２重に編組し、そ
の上に未加硫のＥＰＤＭゴムを被覆したのち、加硫される。
【００７８】
　本発明の自動車ブレーキホースは、ゴムとコードの接着性が良好であり、ホースの柔軟
性、かしめ部の耐液漏れ性が良好であることから、ブレーキホースとして実用的な耐疲労
性、耐膨張性が発現する。
【実施例】
【００７９】
　以下、実施例により本発明についてさらに具体的に説明するが、本発明はこれら実施例
により何ら限定されるものではない。
【００８０】
　また、本発明においてゴム補強用コードのコード形状・特性要件および物性の測定方法
、評価方法は、以下に示すとおりである。
【００８１】
　＜ポリエチレンテレフタレートの評価方法＞
　（１）固有粘度
　試料８．０ｇにオルソクロロフェノール１００ｍｌを加えて、１６０℃×１０分間加熱
溶解した溶液の相対粘度ηｒをオストワルド粘度計を用いて測定し、次の近似式に従い算
出した。
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ＩＶ＝０．０２４２ηｒ＋０．０２６３４
【００８２】
　＜ポリエステル繊維コードの評価方法＞
　（１）コード剥離接着力
　コードを隙間が無いようにアルミ板に巻き付け、アルミ板の両側に表１に示した配合組
成のＥＰＤＭ系ゴムを張り付け、１５０℃で３０分間プレス加硫を行った。このとき、ゴ
ムの厚さは３ｍｍとし、ゴムと繊維コードの面圧が３０ｋｇｆ／ｃｍ２となるように、プ
レス圧力を調整した。アルミ板の大きさ、繊維コードを巻き付ける面積は任意で構わなく
、巻き付け時の張力は巻き付け時にコードが弛まなければよい。放冷後、２０℃の環境下
で５０ｍｍ／分の速度で、ゴムと繊維コードが９０°の角度になるように保ちながら、ゴ
ムから繊維コードを剥離したときの剥離力をＮ／ｉｎｃｈで表示した。ゴム被覆率（％）
は、上記剥離テストの際にゴムから剥離されたコードを肉眼で観察し、ゴムと接触してい
た部分のコード表面に、ゴムが残存している面積を百分率で表した。
【００８３】

【表１】

【００８４】
　（２）処理剤付着量
　ＪＩＳ　Ｌ１０１７（１９９５年）の質量法によって求めた。
【００８５】
（３）繊維コードと金属間の動摩擦係数
繊維コードと梨地クロムメッキ加工管間の動摩擦係数値を繊維コードと金属間の動摩擦係
数値とした。動摩擦係数は前記した方法に従い求めた。図１に示す東レ・エンジニアリン
グ（株）製摩擦試験機を用いた。動摩擦係数が低いほど繊維コードの平滑性が良好である
。
【００８６】
　（４）工程通過性
　上記平滑性の指標として用いた繊維コードと梨地クロムメッキ加工管間の動摩擦係数の
測定時におけるガイド類へのカスの付着状況を指標とした。繊維コードを２０ｍ／分で３
０分間走行させた後、ガイド類に付着したカスを収集し、重量を測定した。
【００８７】
　（５）エアーデフュージョン値
　前記の方法により測定した。ゴムは表１に示す組成のものを使用した。
【００８８】
（６）ガーレー曲げ剛軟度
１インチ長さの繊維コード試料を安田精機（株）製の「Ｇｕｒｌｅｙ’ｓｓｔｉｆｆｎｅ
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ｓｓｔｅｓｔｅｒ」を用い、ＪＩＳＬ１０９６（１９９０年）、６．２０．１（Ａ法（ガ
ーレー法））に記載の方法に準じて測定し、以下の数式を用いてガーレー曲げ硬さを計算
した。曲げ回数は１往復とした。
Ｓ（ガーレー曲げ硬さ（ｍｇ））＝Ｒ×（Ｗ１×１＋Ｗ２×２＋Ｗ４×４）×Ｌ２／Ｗ×
３．９６
Ｗ１、Ｗ２、Ｗ４＝荷重（ｇ）および取りつけ位置、Ｒ＝目盛り読み、Ｌ＝コード長さ－
０．５（インチ）、Ｗ＝糸巾（インチ）。
【００８９】
　＜ポリエステル繊維（物性）の評価方法＞
　（１）繊度
　ＪＩＳ　Ｌ１０１７（２００２）８．３の方法に従い糸長９０ｍで測定した。
【００９０】
　（２）単糸繊度
　繊度を単繊維数で割り返した値を採用した。
【００９１】
　（３）強度、中間伸度
　’’テンシロンＵＴＬ－４Ｌ”型引張試験機 (オリエンテック社製)を用いＪＩＳ　Ｌ
１０１７（２００２）８．５　ａ）標準時試験の方法で測定した。原糸の中間伸度は４．
０ｃＮ／ｄｔｅｘ応力時伸度とした。
【００９２】
　（４）乾熱収縮率
　ＪＩＳ　Ｌ１０１７（２００２）８．１０（Ｂ法）の方法で測定した。加熱処理は１５
０℃で３０分行った。
【００９３】
　（５）非晶配向度 (ｆａ)
　複屈折、密度から求めた結晶化度および結晶配向度の値を用い、下記 Ｒ．　Ｓ．Ｓｔ
ｅｉｎ　ｅｔ　ａｌ，　Ｊ．　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉ．，　２１，　３８１，　（１９
５６） の式から求めた。
Δ＝ＸｆｃΔ０c ＋ (１－Ｘ) ｆａΔ０aここで、Δ：複屈折、Ｘ：結晶化度、ｆｃ：結
晶配向度、ｆａ：非晶配向度、Δ０c ：結晶部の固有複屈折、Δ０a ：非晶部の固有複屈
折(Δ０c ＝Δ０a ＝０. ７３)
【００９４】
　（６）カルボキシル末端基量
　試料０．５ｇをｏ－クレゾール１０ｍｌに溶解し、完全溶解後冷却してからクロロホル
ム３ｍｌを加え、ＮａＯＨのメタノール溶液にて電位差滴定を行い求めた。
【００９５】
　＜ポリエステル繊維コード（物性）の評価方法＞
　（１）強度、伸度、中間伸度
　’’テンシロンＵＴＬ－４Ｌ”型引張試験機(オリエンテック社製)を用いＪＩＳ　Ｌ１
０１７（２００２）８．５の方法で測定した。コードの中間伸度は、２．６ｃＮ／ｄｔｅ
ｘ応力時伸度とした。
【００９６】
　（２）乾熱収縮率（ΔＳ）
　ＪＩＳ　Ｌ－１０１７（２００２）８．１０（Ｂ法）の方法で測定した。加熱処理は１
５０℃で３０分行った。
【００９７】
　（３）撚り数
　ＪＩＳ Ｒ７６０１に記載の方法によって測定した。被測定コードの両端を掴み間隔が
５００ｍｍになるようにして、検撚機のクランプに取り付けた。一方のクランプを固定し
、他方のクランプを回転させ、撚りが完全に解舒されるまでの回転数を計り、それを２倍
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した値をコードの撚り数とした。
【００９８】
　＜ホース（物性）の評価方法＞
　（１）耐疲労性
　１００℃の温度条件下で、各ホースに０ＭＰａ→９．８ＭＰａ→０ＭＰａ→９．８ＭＰ
ａと、インパルス圧を負荷させながら、ホースを繰り返し屈曲させるものであり、ホース
が破裂、破断した時の屈曲回数を測定した。
【００９９】
　（２）耐膨張性
　ＪＩＳ　Ｄ２６０１に準拠し、ホースを１０．３ＭＰａに加圧した時の内容積変化量を
測定するものであり、この変化量を膨張量として評価を行った。
【０１００】
　（実施例１）
　苛性ソーダ水溶液に、レゾルシン・ホルマリン初期縮合物：“スミカノールＳ７００”
（住友化学（株）製、６５％水溶液）を添加して十分に攪拌し分散させる。これにホルマ
リンをＲ／Ｆ比が１／０．５（モル比）になるように添加して均一に混合し、温度２５℃
で６時間熟成させた。次に、”ニッポール２５１８ＦＳ”（日本ゼオン（株）製、ビニル
ピリジン・スチレン・ブタジエンゴムラテックス）及び”ニッポールＬＸ－１１１Ａ”（
日本ゼオン（株）製、ポリブタジエンゴムラテックス）を混合したもの（ビニルピリジン
・スチレン・ブタジエンゴムラテックス／ポリブタジエンゴムラテックス＝７５／２５（
重量比））を、前記レゾルシン・ホルマリン初期縮合物分散液と固形分比率（ＲＦ／Ｌ比
）で１／９の割合で混合し、温度２５℃で２４時間熟成した。さらに、”デナボンドＥ”
（ナガセ化成工業（株）製、クロロ変性レゾルシン化合物２０％溶液）をＲＦＬと固形分
比率（ＲＦＬ／”デナボンド”）で１２／１となるように添加し、十分攪拌して、２５℃
で２０時間熟成した。最終処理液濃度は１３％であった。
【０１０１】
　一方、製糸工程において、ポリエポキシド化合物を予め付与したポリエステル繊維（東
レ（株）製、Ｔ７０７Ｃ（１６７０ｄＴｅｘ）（強度８．１ｃＮ／ｄＴｅｘ、６７Ｎ時伸
度１１．０％、乾熱収縮率１５．５％、非晶配向度０．６５、カルボキシル末端量２８ｅ
ｑ／ｔｏｎ、１６７０デシテックス、２８８フィラメント））のマルチフィラメント１本
を１２ｔ／１０ｃｍの片撚りを施して撚糸コードを得た。
【０１０２】
　該コードをコンピュートリーター処理機（ＣＡリッツラー（株）製、タイヤコード処理
機）を用いて前記の処理剤に浸漬したのち、温度１２０℃で０．５％のストレッチ条件下
で２分間乾燥し、続いて２４０℃で０．５％のストレッチ条件下で１分間熱処理、続いて
２４０℃で２％のリラックス条件下で１分間熱処理した。コードには処理剤の固形分が３
重量％付着していた。得られたコードは、強度７．２ｃＮ／ｄＴｅｘ、伸度１５．０％、
中間伸度４．６％、乾熱収縮率（ΔＳ）３．７％であった。
【０１０３】
　このようにして得られたコードを上記のように、繊維コードと金属間の動摩擦係数、エ
アーデフュージョン値、コード剥離接着力およびガーレー曲げ剛軟度、工程通過性を測定
した。結果を表２に示す。
【０１０４】
　また、表１に示すＥＰＤＭゴム配合物を押出し機で押出して内管とし、その上に上記で
得られた処理コードを交差角１０８度でブレードし、その外側に内管ゴムと同一のＥＰＤ
Ｍゴム配合物を外管として押出し被覆した。それを長尺巻取成形し、１６０℃で３０分の
蒸気缶加硫を行い、内径１６ｍｍ、外径２４ｍｍの補強ゴムホースを作製した。ホースの
両端に口金具を装着し、耐疲労性を測定した。結果を表２に示す。
【０１０５】
（実施例２～１３、比較例１～９、参考例１）
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　実施例１において、調整条件を表２に示すように変更した以外は実施例１と同様の条件
で処理し、同様に評価した。評価結果を表２に併せて示す。
【０１０６】
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【表２】

【０１０７】
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　（実施例１４）
　実施例２で作成したホースの耐膨張性を測定した。その結果をポリエステル繊維コード
の強度、伸度、中間伸度、乾熱収縮率（ΔＳ）と併せて表３に示す。
【０１０８】
　（比較例１０）
　比較例４で作成したホースの耐膨張性を測定した。その結果をポリエステル繊維コード
の強度、伸度、中間伸度、乾熱収縮率（ΔＳ）と併せて表３に示す。
【０１０９】
　（実施例１５）
　コンピュートリーター処理機での処理で２４０℃リラックス条件を２％から４％に変更
した点以外は実施例１４と同様に処理し、得られたコードにてホースを作成した。耐膨張
性の測定を行った結果をポリエステル繊維コードの強度、伸度、中間伸度、乾熱収縮率（
ΔＳ）と併せて表３に示す。
【０１１０】
　（比較例１１）
　コンピュートリーター処理機での処理で、２４０℃リラックス条件を２％から４％に変
更した点以外は比較例１０と同様に処理し、得られたコードにてホースを作成した。耐膨
張性を測定した結果をポリエステル繊維コードの強度、伸度、中間伸度、乾熱収縮率（Δ
Ｓ）と併せて表３に示す。
【０１１１】
【表３】

【０１１２】
　表２、３に示す評価結果から判るように、本発明によるホース補強用ポリエステル繊維
コードは、ＥＰＤＭ系ゴムとの接着性に優れ、かつ工程通過性が良好であり、柔軟なコー
ドが得られ、ホース耐疲労性が良好であることがわかる。
【図面の簡単な説明】
【０１１３】
【図１】繊維コードの工程通過性を評価する摩擦試験機を示す模式図。
【符号の説明】
【０１１４】
１：測定用の繊維コードサンプル
２：糸送り用のニップローラー
３：荷重
４：入り側張力測定位置
５：梨地クロムメッキ加工管
６：出側の張力測定ロール
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